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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

企業統治（コーポレート・ガバナンス）は、株主、顧客、従業員、取引先、地域社会など様々な利害関係者との関係における健全な企業

経営を遂行するための基本的枠組みのあり方と認識しております。

主要な要素については次の様に考えております。

a.経営監督機構

経営の効率化を図る妥当性監査の重要性が高まっているなか、監査役が行う適法性監査に加え、

社外取締役制度等の導入を検討する必要がある。

b.企業倫理

単に公正な競争を通じて利潤を追求するという経済的主体ではなく、広く社会にとって有用な存在である必要がある。

c.コンプライアンス

法令の遵守に加え、社会的良識に則って行動する必要がある。

ｄ.アカウンタビリティ

経営者が適正な財務諸表の開示、有効な内部統制システムの構築、監査の実施等により株主、顧客、従業員、取引先、地域社会な

ど様々な利害関係者に対する「アカウンタビリティ」を遂行することにより、企業経営の透明性を確保しなければならない。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

補充原則1-2-4　議決権の電子行使と招集通知の英訳

　当社は企業規模や海外投資家等の比率等も踏まえ、議決権の電子行使は実施しておりません。また、招集通知の英訳は実施しておりません
が、決算短信のサマリー情報および財務諸表の英訳を、当社のホームページ上で開示しております。今後も株主構成等の状況を勘案しつつ、そ
れぞれ定期的に実施を検討してまいります。

補充原則4-1-2　中期経営計画の活用

　当社は投資家に対する将来のコミットメントとして中期経営計画は非常に重要であると認識しております。

　一方で、当社は、営業力と企画力を軸に、特定の製品・サービスに固執することなく、時代のニーズに合わせて新たな商材、新規の事業を開始
し、常に変化させております。そのため、中長期経営計画は公表しておらず、次期の見通しのみを公表しております。

　今後については、事業の変化の動向を見極めつつ、中期経営計画の公表を定期的に検討してまいります。

補充原則4-10-1　指名・報酬などに関する独立社外取締役の適切な関与・助言

　当社は監査役会設置会社であり、取締役７名中、独立社外取締役が２名おります。取締役の指名・報酬などの特に重要な事項を検討するにあ
たっては、取締役会にて適切に審議を行った上で決議しております。重要な事項については、社外取締役から幅広く高度な見識と豊富な経験に基
づく様々な助言を頂いております。また、経営陣幹部の指名・報酬の決定については経営会議で慎重に審議の上、決定しております。そのため、
現在の当社の企業統治体制は適切なものと考えております。

　今後については、指名・報酬などに係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、任意の諮問委員会を設置することも検討
してまいります。

原則4－11 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件

　当社の取締役会は、専門性が分かれ、豊富な知識、経験を持つ多様性に富んだメンバーで構成されております。

　ジェンダーの面につきましては、グループ会社では女性の代表取締役や取締役が複数名おります。当社においても、適任者がいれば選任するこ
とを検討してまいります。

　国際性の面につきましては、台湾に現地法人があるものの設立して間もない小規模の会社であり、当社の事業範囲は大半が国内であることか
ら、現時点では検討しておりません。しかしながら、適任者がいれば選任する場合があります。

補充原則4-11-3　取締役会全体の実効性に関する分析・評価結果の概要

　取締役会全体の実効性につきましては、当社では社外取締役から必要に応じて、分析・評価を受けております。これにより、取締役会における意
見交換の活発化や運営方法の見直しが図られております。今後も取締役会機能のさらなる向上を図ってまいります。なお、分析・評価方法につき
ましては定期的に見直し、検討を行ってまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

原則1-7　役員や主要株主等との取引に関する手続の策定とその枠組みの開示等

　当社は、役員や主要株主等との取引については、当社及び株主の利益を害することがないよう、取引が一般の取引と同様であることが明白な場
合を除き、取締役会にて決議することとしております。

　また、関連当事者間の取引については、会社法及び金融商品取引法その他の法令・規則に従い開示いたします。



原則3-1　経営理念、経営戦略、経営計画、コーポレートガバナンスに関する基本方針等の 開示　

（1）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、 経営計画

経営理念につきましては、当社ホームページに掲載しております「企業理念」をご参照ください。

http://www.nexyzgroup.jp/company/philosophy.html

経営戦略、経営計画につきましては、当社ホームページに掲載しております「決算説明会資料」をご参照ください。

http://www.nexyzgroup.jp/investor/presentation.html

（2）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針につきましては、本報告書1-1「基本的な考え方」に記載しております。

（3）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　取締役・経営陣幹部の報酬を決定するに当たっての方針につきましては、継続的かつ中期的な業績向上へのモチベーションの高揚を促し、企業
価値の向上を図ることを目的に業績等の経営環境及び各取締役・経営陣幹部の職責に応じて報酬額を決定しております。　

　上記方針に基づいて、経営陣幹部の報酬につきましては、経営会議で決定しております。取締役の報酬につきましては、株主総会で決議された
総額の範囲内で社外取締役の意見も踏まえて適切に審議し、取締役会にて決定しております。

（4）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　経営陣幹部の選任につきましては、経験が豊富で、人格に優れた人材を候補者とすることを基本方針としております。

経営陣幹部の解任につきましては、与えられた職責が充分に果たせていない場合や、当社方針に反する行為及び職務懈怠が発覚した場合、健
康上の支障により職務継続が困難と判断される場合等に経営陣幹部会議で討議して解任することを基本方針としております。

　役員の選任つきましては、人格、見識に優れた者で、経験や専門性を踏まえた上で適切な人材を候補者とすることを基本方針としております。事
前に取締役会において、候補者の推薦理由、略歴等を勘案して、慎重に検討した上で決定しております。

　上記方針に基づき、経営会議で候補者について慎重に検討した上で指名しております。

（5）取締役会が上記（4）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

・社外役員に関する指名理由については、選任時の定時株主総会招集ご通知の参考書類に記載のとおりであります。

・社内役員に関する指名理由については、定時株主総会招集ご通知の参考書類に記載された各人の経歴等が、当社の取締役・監査役候補の指
名を行うに当たっての（4）に記載の方針に適合している者を指名しております。

・経営陣幹部に関する選解任理由については、（4）に記載の方針に基づき、個々別に検討し条件に該当する者を選解任しております。

補充原則4－1－1　経営陣に対する委任の範囲

　取締役会は、法令・定款の定めにより決定すべき事項の他、当社取締役会規程及び職務権限規程に定められた重要事項について判断・決定し
ております。その際、実務上個々の取締役への委任が必要となる場合は、その事項や裁量を明確にして決定しております。

そのほか、経営陣は職務権限規程に基づき、各管轄部署の責任者として意思決定権を持っております。

原則4－9　社外取締役の独立性基準

　東京証券取引所の定める基準に従い、一般株主と利益相反の生じるおそれがなく、豊富な経験と知見を有した人物を選定いたします。

補充原則4－11－1　取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性および規模に関する考え方

　当社の取締役につきましては、3-1（4）に記載の基本方針に基づいて指名しております。法人の経営責任者としての経験があり、かつ営業部門
や管理部門など複数の部門で統括責任者としての実務経験や知見を有している社内出身の取締役と、幅広く高度な見識と豊富な経験により経営
の監視や適切な助言を期待できる社外取締役で構成されております。

　当社の取締役会は社外取締役２名を含む７名で構成されており、持株会社として適切な規模で運営されております。

補充原則4－11－2　取締役・監査役の他の上場会社役員の兼任状況

　他の上場会社役員の重要な兼任状況につきましては、毎年株主総会招集ご通知の「重要な兼職の状況」で開示しております。当社の社外役員
は上場会社役員を兼任または、過去に上場会社役員を経験している者、行政及び大学での役職を経験している者で構成されており、その高度な
見識と豊富な経験が取締役会全体の実効性を高めております。

　なお、株主総会招集ご通知につきましては、当社HPにも掲載しております。

https://www.nexyzgroup.jp/investor/sokai.html

補充原則4－14－2　取締役・監査役に対するトレーニングの方針

　当社の取締役、監査役につきましてはそれぞれが業務に必要な知見や経験を有しておりますが、有識者との対話等の機会を設けているほか、
役員間で情報共有しております。

そのほか、取締役（社外取締役を除く）については、経営者交流会において実施される経営者や様々な実績を持つ著名人のセミナーを聴講してお
ります。また、経営の現場に外部からマネジメントや経営に関するコンサルタントを招聘し、実践的な議論を積み重ねて経営体制の更なる進化を
図っております。常勤監査役については、監査業務に必要となる様々なセミナー・研修に参加する機会を設けております。また、社外取締役、社外
監査役については、上場企業の代表者又は上場企業の代表者の経験者であり、必要に応じて様々な情報共有を行っております。

今後も経営環境の変化に対応し、外部機関を活用したトレーニングの機会を継続的に設けてまいります。

原則5-1　株主との建設的な対話に関する方針

　当社では、機関投資家からの面談申込みには、代表取締役又は専務取締役が対応しております。また、その他の問い合わせにつきましても社
長室と管理本部が連携して対応しております。各種情報共有に加えて、投資家からご意見を頂戴した場合には、経営陣に迅速に報告する体制を
整備しております。

　また、株主との建設的な対話を促進するための施策として、情報開示の充実にも積極的に取り組んでおります。具体的には、適時開示の内容充
実や当社ホームページを通じて、プレスリリースによる情報公開の実施、決算説明会の動画配信及び資料の提供、株主総会で事業に関するプレ
ゼンテーションの実施等を行っております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満



【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

近藤 太香巳 4,503,380 35.56

ネクシィーズ従業員持株会 931,700 7.36

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 801,400 6.33

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG/JASDEC/FIM/LUXEMBOURG

FUNDS/UCI TSASSETS
630,000 4.98

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 193,500 1.53

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 182,901 1.44

山本　司 178,530 1.41

大前　成平 176,030 1.39

三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社 175,200 1.38

THE BANK OF NEW YORK MELLON (INTERNATIONAL) LIMITED 131800 150,400 1.19

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 9 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

中田　宏 その他

佐藤　亨樹 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



中田　宏 ○ ―――

衆議院議員・横浜市長としての経験を有し、現
在は複数の大学の教授を務めております。事
業家としての視点とは異なる見識から、当社取
締役会において指導・助言をいただくため。

また、当社の親会社・兄弟会社の業務執行

者、当社の主要な取引先の業務執行者、

当社から役員報酬以外に多額の金銭・財

産を受け取っている弁護士・会計士・コンサ

ルタントまたはそれらの近親者（二親等）に

該当せず、取引所規則により独立性の説

明が要請される者のいずれにもあたらない

ことから、公正・中立な立場で助言・指導を行っ
ていただけると考えたため、当社の独立役員と
して指定しています。

佐藤　亨樹 ○ ―――

経営者としての幅広く高度な見識と長年の豊

富な経験を、社外取締役として経営に反映して

いただき、当社のコーポレート・ガバナンスの一

層の強化を図るため。

また、当社の親会社・兄弟会社の業務執行

者、当社の主要な取引先の業務執行者、

当社から役員報酬以外に多額の金銭・財

産を受け取っている弁護士・会計士・コンサ

ルタントまたはそれらの近親者（二親等）に

該当せず、取引所規則により独立性の説

明が要請される者のいずれにもあたらない

ことから、公正・中立な立場で助言・指導を行っ
ていただけると考えたため、当社の独立役員と
して指定しています。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役会を原則３ヶ月に1 回開催し、また必要あるときは随時開催を行い、必要に応じて意見交換を行うなどの連携をとり、監査の有

効性や効率性の向上に勤めております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

青木　巌 他の会社の出身者

佐藤　裕久 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役



e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

青木　巌 ○ ―――

経営者としての幅広く高度な見識と長年の豊

富な経験により、社外監査役として経営の

監視や適切な助言をいただくため。

また、当社の親会社・兄弟会社の業務執行

者、当社の主要な取引先の業務執行者、

当社から役員報酬以外に多額の金銭・財

産を受け取っている弁護士・会計士・コンサ

ルタントまたはそれらの近親者（二親等）に

該当せず、取引所規則により独立性の説

明が要請される者のいずれにもあたらない

ことから、公正・中立な立場で監査を行って

いただけると考えたため、

当社の独立役員として指定しています。

佐藤　裕久 　 ―――

経営者としての幅広く高度な見識と長年の豊

富な経験により、社外監査役として経営の

監視や適切な助言をいただくため。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

取締役の意欲や士気を高め、当社業績の向上ひいては株主の皆様の利益に資するすることを目的とし、ストックオプション制度を導入

しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社内監査役、社外監査役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員

該当項目に関する補足説明

ストックオプションの補足説明につきましては、下記のとおりです。

なお、それぞれ平成29年9月末時点の情報を記載しております。

第4回新株予約権

発行日 平成26年3月31日

新株予約権の数 1,182個

新株予約権の目的となる株式数 11万8,200株

行使価額 1,070円

新株予約権を行使することが出来る期間 平成27年1月1日から平成31年12月31日まで

行使状況

平成30年9月期（9月末まで）において128個、1万2,800株の行使があります。　

主な行使条件



1.平成26年9月期の有価証券報告書に記載された当社連結損益計算書（連結財務諸表を作成しない場合は、損益計算書）

において営業利益5億円を超過していること。

2.平成27年1月1日から平成31年12月31日までの間において、金融商品取引所における

当社普通株式の普通取引終値が一度でも2,000円を超えた場合。

第6回新株予約権

発行日 平成28年1月15日

新株予約権の数 7,860個

新株予約権の目的となる株式数 78万6,000株

行使価額 715円

新株予約権を行使することが出来る期間 平成29年1月1日から平成33年12月31日まで

行使状況 平成30年9月期（9月末まで）において1,760個、1万7,600株の行使があります。

主な行使条件

1.平成28年9月期の有価証券報告書に記載された当社連結損益計算書（連結財務諸表を作成しない場合は、損益計算書）

において営業利益13億5千万円を超過していること。

2.平成29年1月1日から平成33年12月31日までの間において、金融商品取引所における

当社普通株式の普通取引終値が一度でも2,000円を超えた場合。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

社内取締役及び社外取締役の別に各々の総額を開示

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

なし

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

―――

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役、社外監査役に対するサポート体制としては、

他の取締役と同様に取締役会の議案の連絡などの必要な情報の事前の伝達を行うほか、

万が一重大な事項が発生した場合、速やかに連絡する体制を整えております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は取締役会、監査役会を設置しております。取締役７名（内、社外取締役２名）、監査役３名（内、社外監査役２名）であります。

業務執行の体制

取締役会において、会社の経営方針、経営戦略、重要な財産の取得および処分などの経営の重要事項の決定を行っております。

取締役会の決定に基づく業務執行については、職務権限規程及び職務分掌規程において、それぞれの責任者及びその責任並びに執

行手続の詳細について定めております。

また、経営会議規程に基づき原則月1 回の経営会議を執り行っております。

業務を遂行していく上で、職務権限・業務分掌規程等に基づく牽制が有効に機能しているかどうかについて、

関係者の意見調整、問題点把握に努めております。

監査機能について

監査機能については、監査役及び内部監査室、会計監査人による適正な業務・会計監査を行っております。

内部監査に関する基本方針

当社における内部監査の基本方針は、内部監査規程に基づき適正かつ公正な立場から、会社の財産及び業務・運営を的確に把握

し、会社の保全を図るとともに、不正過誤を防止し各業務の改善効率の推進を図り、事業の健全なる発展に資することであります。

内部監査の目的

各部署の所轄業務が会社の経営方針及び諸規定に準拠し、適正かつ有効に運用されているか否かを調査し、その結果を社長に報告

するとともに適切な指導を行い、全社の財産の保全及び経営効率の向上に資することを目的としております。

監査役監査の内容

a.取締役の業務執行に関する遵守事項に関して取締役会に出席し、取締役に対し事実の存否を確認する。

b.会計監査人から監査報告書を受領するに際して、会計監査人が監査意見を形成するために審議の対象とした事項についての説明を

求める。

c.会計監査人から監査実施説明書を受領し、次の留意事項等について説明を求める。

(1)会計方針及び表示方法の変更

(2)子会社等の財務状況、経営成績について

(3)オフバランスの取引状況



(4)経営者確認書における確認事項

(5)その他

d.以上の報告に基づき監査役会において監査役会監査報告書を作成することを決し、監査報告書を提出する。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社では、監査役会設置会社として、監査役及び社外監査役による経営監視を十分に機能させることで監査機能の充実と意思決定の透明性を
確保しております。この監査役による経営監視を中心とした企業統治の体制に加えて、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立社外取締
役を選任し、取締役会の適切な意思決定、経営監督機能の実現を図っております。これにより、取締役会と監査役会を基礎とした当社の企業統治
の体制は有効に機能していると判断しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定
当社は9 月決算のため、株主総会は12 月開催となります。年末の多忙な時期であり、

年の瀬の迫った12月25日以降には開催せず、12月中旬で開催しております。

電磁的方法による議決権の行使
電子的方法による議決権の行使について、費用対効果を勘案しながら検討してまいり

ます。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 IRポリシーとして、自社ホームページに記載しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年2 回（期末・中間）定期的に説明会を開催しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
財務ハイライト・決算短信・プレスリリース・決算説明会動画・等を掲載し

ております。

IRに関する部署（担当者）の設置 広報をＩＲ担当に位置づけております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
当社のエネルギー環境関連事業では、ネクシィーズ・ゼロシリーズを通じたLED照明の提
供を行っており、LED照明の普及を促進させることで、事業者の省エネルギー化によるCO2
排出量の削減に貢献しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

情報提供に係る方針として、IRポリシーを策定し、ホームページに掲載しております。

その他
機関投資家向け説明会の模様を後日、動画ファイルとしてホームページ上に掲載してお

ります。また、プレスリリースにおいては適時に開示を行っており、ホームページ上にも

原則同時刻に掲載しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社では、「内部統制システム構築の基本方針」について、次のとおり決議しております。

1.　当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社及び子会社の取締役及び使用人による法令及び定款の遵守、社会的責任を果たすため、コンプライアンスに係る社内規程を定め、取締役
及び使用人に周知徹底を図り、コンプライアンス体制の構築、維持にあたる。

　内部監査部門は、当社グループのコンプライアンス体制が有効に機能しているかを定期的に監査し、その結果を取締役会に報告を行う。

2.　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　株主総会議事録、取締役会議事録等、取締役の職務の執行に係る文書、その他重要な情報・文書については、文書管理規程に従い、その保存
媒体に応じて適切かつ検索性の高い状態で保存及び管理を行う。

3.　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する事項について、リスク管理に係る社内規程を定め、個々のリスクについての管理責任者を決定
し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。

　また、取締役会の他に、毎月１回開催される経営会議で当社グループのリスクについて適宜に検討、評価を行い、有効な対策を実施できるリス
ク管理体制の構築及び運用を行う。

4.　当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は取締役会を原則毎月１回開催する他、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令、定款及び取締役会規程に定める事項その他重要な
事項について意思決定を図る。また、経営方針や経営戦略に関わる重要事項について慎重かつ迅速に執行決定を行うため、事前に取締役によっ
て構成される経営会議において議論及び審議を行う。

　子会社は会社の規模に応じて、取締役会を原則毎月１回若しくは少なくとも３か月に１回以上開催することを取締役会規程に定めており、当社は
開催状況を定期的に確認する。

　当社及び子会社における取締役会の決定に基づく業務執行については、職務権限規程及び職務分掌規程において、それぞれの責任者及びそ
の責任並びに執行手続の詳細について定める。

5.　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

関係会社管理規程に基づき、グループ会社の代表取締役社長は、月１回開催される当社経営会議に参加し、円滑な情報交換を行う。

当社はグループ会社における内部統制の実効性を高めるために必要な施策、指導及び支援・助言を行う。また、当社の内部監査部門は当社及び
グループ各社の内部監査を定期的に実施し、その結果を当社取締役会並びにグループ各社の社長に報告を行う。

6.　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　監査役からその職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合、取締役会は監査役と協議のうえ、必要に応じて監査役の職務を補助す
べき使用人を配置することとする。

7.　前号の使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　当該使用人の補助すべき期間中における指揮権は監査役に委譲されたものとし、取締役の指揮命令は受けないものとする。また、当該使用人
の報酬及び人事異動は、あらかじめ監査役会と協議する。

8.　当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取
扱いを受けないことを確保するための体制

　当社及び子会社の取締役及び使用人は、会社に著しい損害や重大な影響を及ぼすおそれのある事実及び取締役の不正行為、法令・定款違反
行為を発見したときは、直ちに所属する会社の監査役または当社の監査役に報告を行う。子会社において監査役が報告を受けた場合は、速やか
に当社の監査役に報告を行う。

　当社は、当該報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行わない。

　当社及び子会社の取締役及び使用人は、監査役の円滑で効果的な職務執行のため、当社の監査役から経営上の重要事項並びに業務の執行
状況について報告を求められた場合は、速やかに適切な報告を行う。

9.　監査役の職務の執行について生ずる費用の処理の方針その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役の職務執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続き、その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理は、監
査役からの申請に基づき適切に行う。

　その他、監査役は、内部監査部門、会計監査人と、監査役会や別途必要に応じて意見交換や情報交換の場を開催し、効率的かつ有効な職務
執行を確保する。

10.　反社会的勢力排除に向けた体制

　当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与えるいずれの勢力とも関わりを持たず、不当な要求を受けた場合には、毅然とした姿勢で
組織的に対応する。

11.　業務の適正を確保するための体制の運用状況

　上記に掲げた内部統制システムの施策及び規程に従って、具体的な取り組みを行うとともに、内部統制システムの運用状況について重要な不
備がないかモニタリングを常時行っております。併せて、コンプライアンスへの理解を深め、健全な職務執行を行う環境を整備するために、情報セ
キュリティ、インサイダー取引防止及び財務報告に係る内部統制に関する教育及び研修を実施しております。また、情報セキュリティ対策として国
際規格である「ISO／IEC 27001」及び国内規格「JIS Q 27001」の認証を取得しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

【反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況】

当社は、暴力団等の反社会的勢力に対しては、一切関係を持たず、反社会的勢力による不当要求にも断固とした態度でこれを拒絶い



たします。

当社では、行動基準に反社会的勢力との対決として「私たちは、社会の秩序と安全を脅かす反社会的勢力および団体に屈することな

く、断固として対決します。」と定め、この考えを全ての取締役および従業員に対し周知徹底を図っております。

また、反社会的勢力との接触や不当要求があった場合は、法務課が統括部署となり、警察、弁護士等との連携を図りながら組織全体

として対応いたします。

参考資料：巻末「模式図」をご覧ください。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――


